
クールジャパン関連分野における職種別の課題・今後必要な取組みの方向性について 【コンテンツ】  
 
 各レイヤーにおける職種 求められる能力 課題 現状の取組み（■：政府の取組み、□：民間の取組み） 今後必要な取組みの方向性 

高
度
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

●プロデューサー、マネージャ

ー、マーケティングディレク

ター 等 

 
（キャリアパス） 
 ⇒企業内における制作現場

での経験を経て配置転換

（ＯＪＴによる技能習得） 

○マーケティング能力 
○変化対応力 
○コミュニケーション能力、

語学力 
○産業ビジネスフローに沿っ

た業務基礎知識（法務や経

理等の知識を含む） 
  

（教育機関での人材育成） 
○プロデュース人材の育成は産業内のＯＪＴで

行われる場合がほとんどであり、国内教育機関

での育成ができていない【検証委】 
○コンテンツ分野のプロダクション・マネジメン

ト等を体系的に研究・教育できる国内の教育機

関が少ない（芸術系大学もクリエイターや個人

アーティストの育成が中心）【検証委】 
  

 
■国際コンテンツビジネスプロデューサーの育

成を目的とした海外教育機関や海外企業にお

ける研修の機会を提供［プロデューサー人材育

成事業］【経産省】 
 

≪教育機関で必要な取組み≫ 
○ケーススタディやインターン等を通じた

実習の実施 
 
≪産業界で必要な取組み≫ 
○コンテスト等、実地で業務を学ぶことの

できるトライアル機会の提供 
○異業種交流の場の創出 
 

専
門
・
管
理 

●ディレクター、監督、 

編集者、プロダクション 

デザイナー（製作統括） 等 

 
（キャリアパス） 
 ⇒専門学校や大学等の専門

課程を卒業後、コンテンツ

企業や制作会社に就職（教

育やＯＪＴによる技能習

得） 
 

○マネジメント力 
○コミュニケーション能力 
 
 

 ■教育機関や産業団体等が参画する「アニメ・マ

ンガ人材養成産学官連携コンソーシアム」にお

いて、人材養成学習システムの開発・普及の広

報や、活動自立化に向けた検討等を実施［アニ

メ・マンガ人材養成産官学連携事業］【文科省】 
 

（上記と同じ） 
 

実
務 

●脚本家、アニメーター、 

テクニカルデザイナー、 

グラフィックデザイナー、 

プログラマ 等 

 
（キャリアパス） 
 ⇒専門学校や大学等の専門

課程を卒業後、スタジオや

制作会社に就職（教育やＯ

ＪＴによる技能習得） 
 

○各職種で必要な基礎技術

（画力、表現力等） 
 

 
 
 
 
 

■若手人材を制作スタッフに起用した、ＯＪＴに

よる人材育成［若手アニメーター等人材育成事

業］【文化庁】 
■若手映画作家を対象とした、本格的な映像制作

技術と作家性を磨くために必要な知識や技術

を継承するためのワークショップや研修実施

［若手映画作家育成プロジェクト］【文化庁】 
■メディア芸術の４部門において優れた作品を

顕彰［文化庁メディア芸術祭］【文化庁】 
□日本動画協会の会員社を中心に、アニメ産業界

がアニメ関連教育機関のパートナーとなって

アニメの仕事を目指す人材の育成と就業をサ

ポートすることを目的に「アニメ人材パートナ

ーズフォーラム」を設立【日本動画協会】 
 

（上記と同じ） 
 
 

 
  

資料 4－4 



クールジャパン関連分野における職種別の課題・今後必要な取組みの方向性について 【デザイン】 
 
 各レイヤーにおける職種 求められる能力 課題 現状の取組み（■：政府の取組み、□：民間の取組み） 今後必要な取組みの方向性 

高
度
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

●デザインオフィサー 

 ‐経営方針、ＩＴ、技術、ブ

ランディング、宣伝、販路

開拓など、総合的にデザイ

ン開発を行う人材 
 
（キャリアパス） 
 ⇒国内での教育に加え、海外

トップスクール（ＲＣＡ、

スタンフォード d.school、
イリノイ工科大学等）へ留

学し、キャリアアップして

から就職する傾向 
 

○経営的な視点も含め、トー

タルに協働して商品開発

を行う能力 
○ビジネス(Ｂ)＋テクノロ

ジー(Ｔ)＋クリエイティ

ブ(Ｃ)の３分野を統合的

に活用する能力 
○分野横断的な幅広い知識

体系 
○ソフトウェアエンジニア

リングやデジタルデザイ

ンの能力 
 

（教育機関での人材育成） 
○ＢＴＣ人材を育成可能な幅広い分野をカバー

できるカリキュラムを持つ国内教育機関が不

足 
○抽象度の高い教育分野であり、教育機関におい

て、プロジェクトベースでの実践による習得機

会が不足 
 
（産業界での人材育成） 
○産業界で必要な様々な手法を習得可能な、教育

機関との人材教育連携や、企業間での人材交流

が不足。 
 
 

 
□東京大学 i-school、京都大学、九州大学、慶應大

学等がデザイン教育を実施 
■東京大学とＲＣＡによるデザインラボ設置を

支援［クールジャパン拠点連携実証調査］【内閣

府】 
□(一社)Future Center Alliance Japan（FCAJ）
が業種横断的なセミナー・ワークショップ等を

実施 

 
○分野横断的かつ質の高い教育を行うた

め、国内教育機関相互や海外トップスク

ールとの連携を促進 
○教育機関において、様々な分野のＢＴＣ

人材を講師として、産学連携の具体的な

プロジェクトベースで実践習得できる

教育カリキュラムの策定を支援 
 
 
 
 
 

専
門
・
管
理 

●ディレクター 

 ‐外部デザイナーやバイヤ

ー、技術者など、デザイン

開発において様々な調整・

マネジメントを行う人材 
 
（キャリアパス） 
 ⇒大学や専門学校を卒業後

に就職 
 

○協働作業における管理・調

整を的確に行う能力 
○分野横断的な幅広い知識

体系 
 
 

   

実
務 

●デザイナー 

 ‐製品の設計、広告の実デー

タ等を作成する人材 
 
（キャリアパス） 
 ⇒大学や専門学校を卒業後

に就職 
 
○デザイン事業所数（2014 年） 
‐９,０１０件 
（出典：総務省 経済センサス(‘14)） 
○デザイナー数（2014 年） 
‐インハウス ：137,110 人 
‐フリーランス： 40,040 人 
（出典：経産省 デザイン政策ハンドブック） 

 

○分野横断的な幅広い知識

体系 
 

   

  



クールジャパン関連分野における職種別の課題・今後必要な取組みの方向性について 【ファッション】 
 
 各レイヤーにおける職種 求められる能力 課題 現状の取組み（■：政府の取組み、□：民間の取組み） 今後必要な取組みの方向性 

高
度
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

●プロデューサー 

 ‐ブランドマネジメントを

行う人材 
 ‐デザイナーを数名束ね、

現地直営の店売りと、他

店舗への卸機能も兼ね備

えた事業展開を行う人材 
 
（キャリアパス） 
 ⇒国内の専門学校等での教

育に加え、海外の著名な

デザインスクール（セン

トマーティン、アントワ

ープ、パーソンズ等）へ留

学し、キャリアアップし

てから就職する傾向 
 

○クリエイションを理解でき

る目利き能力 
○マーケティング能力 
○語学 
○国内外の取引規制、貿易実

務、法律 
○(ＩＴを活用した商品製作

や店頭販促等)ＩＴを活用

できる能力 
 
 

（教育機関での人材育成） 
○大学レベルの教育を行うファッション学科が不

足（海外では、ファッション学科を持つ大学が

人材育成を担う） 
 

 
□ファッション産業の人材育成を目的に設立さ

れた一般財団法人ファッション産業人材育成

機構(ＩＦＩ)が、国内初のファッションビジネ

ススクールを開設（１９９８年～） 
 

 
 

専
門
・
管
理 

●マーチャンダイザー 

 
 

    

実
務 

●デザイナー 

 
    

 



クールジャパン関連分野における職種別の課題・今後必要な取組みの方向性について 【食（外食産業）】 
 
 各レイヤーにおける職種 求められる能力 課題 現状の取組み（■：政府の取組み、□：民間の取組み） 今後必要な取組みの方向性 

高
度
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

●経営者、プロデューサー等 

 ‐ブランドマネジメントを

行う人材 
 

○クリエイションを理解で

きる目利き能力 
○マーケティング能力 
 
 

（教育機関での人材育成） 
○日本国内に、調理とマーケティング、トップマ

ネジメントを学問として学べる場が不足【事務

局ヒア】 
○サービス業における人材育成では、クリエイテ

ィブとマーケティングが一体化した教育プログ

ラムが必要【池尾委員】 
○サービス業におけるトップ人材の流動化を進め

るためにも、働いている人（中間管理職等）を

対象としたマネジメント教育が必要【池尾委員】 
 
 
 
 
（専門職大学での人材育成） 
○食産業をけん引する料理人育成のためには、食

と農、観光分野による連携が必要【尾藤部長】 
○専門職大学を卒業して調理師免許を取得できる

ようになるかどうかといった交通整理が必要

【事務局ヒア】 
 

 
□中村学園大学が「フード・マネジメント学科」

を開設。また、海外トップスクール（Culinary 
Institute of America）と包括連携協定を締結 

□立命館大学が２０１８年度より「食科学部」の

設置を構想中。学部設置に向け、産業界のニー

ズを反映させるため、立命館大学、日本フード

サービス協会、外食企業等による産学連携コン

ソーシアムを設置。 
■立命館大学と日本フードサービス協会が協働

し、マネジメント人材養成を目的とした経営者

向けプログラムを実施予定（海外トップスクー

ルとの連携を想定）［サービス経営人材育成事

業］【経産省】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○単位互換やダブルディグリー、実習等に

ついて検討 
 

専
門
・
管
理 

●料理人 等 

 
（キャリアパス） 
 ⇒調理師養成施設等を卒業

後に就職し、ＯＪＴによる

技能習得 
 

(※外国人材の受入ニーズあり) 
 

○調理に関する知識・スキル 
○専門分野の背景となる教

養 
○農業や観光分野に関する

知識 

（外国人材の受入れ） 
○外食産業や観光産業で外国人料理人の受入れニ

ーズあり【事務局ヒア】 
○外国人料理人の日本料理店での就労を可能とす

る現行制度は、受入店側の負担が大きく（外国

人材が戦力になった頃に帰国等）、制度が先細り

になる可能性がある【事務局ヒア】 

 
■外国人材が、日本の調理師学校卒業後、国内の

日本料理店で働きながら技術を習得すること

が可能（最大２年間）［日本料理海外普及人材育

成事業］【農水省】 
■総合特区制度の活用により、海外のレストラン

等に勤務している外国人料理人が、業務の一環

で、当該特区内の日本料理店で働きながら伝統

料理の技術を習得することが可能（最大５年

間）［特定伝統料理海外普及事業］【京都市】 

 
○外国人料理人の在留期間が、現行の「２

年以内」から「５年以内」へ延長される

よう法務省と協議【農水省】 
 
 
 
 
 

実
務 

●ホールスタッフ 等 

 
（キャリアパス） 
⇒企業内での研修やＯＪＴ

による技能習得 
 

(※外国人材の受入ニーズあり) 

○ホスピタリティ （外国人材の受入れ） 
○人材不足の職種。現状、外国人材による就労は

認められていないが、外国人材が日本でスキル

を学んで自国に帰れば、日本のアンバサダーや、

将来的に日本企業が海外進出する際の現地人材

の確保につながるとの意見あり【事務局ヒア】 

 
 
 

 
 

  



クールジャパン関連分野における職種別の課題・今後必要な取組みの方向性について 【観光（宿泊業・旅行業）】 
 各レイヤーにおける職種 求められる能力 課題 現状の取組み（■：政府の取組み、□：民間の取組み） 今後必要な取組みの方向性 

高
度
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

●経営者 

 
（キャリアパス） 
 ⇒ホテルの場合、いくつかの

現場経験を経た後に就任 
⇒旅館の場合、家業が多く、

経営者の子息等が、一般企

業や他の旅館で働いた後

に就任することが多い 
 
施設数（H27.3 末時点） 
‐ホテル：９,８７９施設 
‐旅館：４万１,８９９施設 
（出典：厚労省 衛生行政報告例） 

 

○ビジネス環境（ＩＣＴの進展）

や旅行客（インバウンド増加、

志向変化の加速化）の変化に

対応できる能力 
○コミュニケーション能力 
○マーケティング能力 
 

（教育機関での人材育成） 
○ビジネス環境の変化や旅行客の変化に対応できる経

営人材の育成が急務【観光庁】 
○サービス業におけるトップ人材の流動化を進めるた

めにも、働いている人（中間管理職等）を対象とし

たマネジメント教育が必要【池尾委員】 
○サービス業における人材育成では、クリエイティブ

とマーケティングが一体化した教育プログラムが必

要【池尾委員】 
○日本独自の現場環境（旅館等）を考慮した、日本型

教育モデルの確立が必要【事務局ヒア】 
○旅行業の中心は現場からのたたき上げ人材であり、

ＭＢＡ等を持つ高学歴な経営人材や、従業員を大学

に通わせて経営スキルを身に付けさせるニーズは少

ない【事務局ヒア】 

 
■京都大学及び一橋大学の大学院段階における観光Ｍ

ＢＡの設置・開学（２０１８年度～）に向けて支援

【観光庁】 
■旅館・ホテルの経営人材育成について、地域の観光

系大学における社会人向け教育カリキュラム確立を

目的に、産学連携による自立持続可能な仕組作りを

支援［観光産業を担う中核人材育成・強化事業］【観

光庁】 

 
○産学連携の下、経営人材育成の取組を持続

し、安定的に人材を供給する【観光庁】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地
域
プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー 

●ＤＭＯの中核を担う人材 

日本版ＤＭＯ候補法人 
（H29.3.28 時点） 

   ‐広域連携ＤＭＯ： ５件 
   ‐地域連携ＤＭＯ：６３件 
   ‐地域ＤＭＯ  ：６６件 

（出典：観光庁） 

○多様な主体をまとめ上げる調

整能力 
○地域資源を磨き上げる能力 
○知見が広く、外から地域を見

る能力 

（ＤＭＯの中核人材） 
○ＤＭＯをまとめあげる人材や、地域資源を磨き上げ

られる人材が不足【事務局ヒア】 
 

■日本版ＤＭＯに対する支援策として、ＤＭＯ的手法

で観光地経営を行うための人材を育成する基礎プ

ログラム、観光地域のマネジメント・マーケティン

グを行うためのツール（ＤＭＯネット）を開発中【観

光庁】 
 

○地元の人材育成に資するような、地域資源の

磨き上げについて体験して覚えることので

きるカリキュラムを作ることが必要【事務局

ヒア】 
 

専
門
・管
理 

（宿泊業） 

●企画、広報、フロント等 

（旅行業） 

 ●企画、広報 等 

 
○コミュニケーション能力 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

実
務 

（宿泊業） 

●サービス、ベルボーイ、 

仲居、料理人 

(※外国人材の受入ニーズあり) 
●ベッドメイキング、清掃、 

洗い場 等 

 
 
 
 

（旅行業） 

●旅行会社の海外窓口業務 

(※外国人材の受入ニーズあり) 
 

 

●通訳ガイド 

通訳案内士数（H28.4.1 時点） 
   ‐２０,７４７人（出典：観光庁） 

 
○コミュニケーション能力 
○幅広い知識（アレルギー等） 
 

（外国人材の受入れ） 
○人材不足の職種。現状、外国人材による就労は認め

られていないが、高いコミュニケーション能力や幅

広い知識が求められる専門職として、外国人材（特

に留学生）受入れに関するニーズが高い【事務局ヒ

ア】 
○特に旅館で和食料理人が不足。また、外国料理を専

門とする外国人材の採用にあたり、若手人材採用の

ため、実務経験期間（現行１０年以上）短縮に関す

る要望あり【事務局ヒア】 
 
○毎年大量に採用するほどではないが、特にアジア系

の言語を話せる外国人材（特に留学生）採用に関す

るニーズあり【事務局ヒア】 
（通訳ガイドの不足） 
○急増する外国人旅行者に対応可能なガイドの量を確

保できない 
 

 
■外国人がホテルや旅館等での就労を希望する場合の

申請人の予見可能性を高めるため、ガイドラインを

策定【法務省】 
 
 
■外国人材が、日本の調理師学校卒業後、国内の日本

料理店で働きながら技術を習得することが可能（最

大２年間）［日本料理海外普及人材育成事業］【農水

省】 
 
■現行制度において、留学生等を旅行会社の語学力を

活かした窓口として採用することは可能 
 
 
■通訳案内士の業務独占規制を廃止予定（通訳案内士

法の一部改正）【観光庁】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■（左記に同じ） 
 
 
 
■（左記に同じ） 

 


